
令和３年４月19日提出 

令和３年４月市議会臨時会 

議 案 

島  田  市 

報告第６号及び報告第７号
議案第46号 





報告番号 件　　　　　　　　名 ページ

報告第６号
専決処分した事件の承認について（島田市税条例等の一部を改正す
る条例）

１

報告第７号
専決処分した事件の承認について（島田市都市計画税条例の一部を
改正する条例）

６

議案番号 件　　　　　　　　名 ページ

議案第46号 令和３年度島田市一般会計補正予算（第２号） ８

議案番号 件　　　　　　　　名 ページ

議案第46号 令和３年度島田市一般会計補正予算（第２号） 10

目　　　　　　　　　次

予　算　に　関　す　る　説　明　書





 
 
 
 

報    告 

報 

告 
 

 





報告第６号 

専決処分した事件の承認について 

 島田市税条例等の一部を改正する条例について、次のとおり専決処分したので、議

会の承認を求める。 

  令和３年４月19日提出 

島田市長 染 谷 絹 代  

専決第６号 

専 決 処 分 書 

 島田市税条例等の一部を改正する条例について、地方自治法（昭和22年法律第67

号）第179条第１項の規定により、次のとおり専決処分する。 

  令和３年３月31日専決 

島田市長 染 谷 絹 代  

島田市税条例等の一部を改正する条例 

 （島田市税条例の一部改正） 

第１条 島田市税条例（平成17年島田市条例第49号）の一部を次のように改正する。 

 第36条の３の２第４項中「所得税法第198条第２項に規定する納税地の所轄税務

署長の承認を受けている」を「令第48条の９の７の２において準用する令第８条の

２の２に規定する要件を満たす」に改め、「次条第４項」の次に「及び第53条の９

第３項」を加える。 

 第36条の３の３第４項中「所得税法第203条の６第６項に規定する納税地の所轄

税務署長の承認を受けている」を「令第48条の９の７の３において準用する令第８

条の２の２に規定する要件を満たす」に改める。 

 第53条の８第１項第１号中「次条第２項及び」の次に「第３項並びに」を加え

る。 

 第53条の９に次の２項を加える。 

３ 第１項の退職手当等の支払を受ける者は、退職所得申告書の提出の際に経由す

べき退職手当等の支払をする者が令第48条の18において準用する令第８条の２の

２に規定する要件を満たす場合には、施行規則で定めるところにより、当該退職

所得申告書の提出に代えて、当該退職手当等の支払をする者に対し、当該退職所

得申告書に記載すべき事項を電磁的方法により提供することができる。 
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４ 前項の規定の適用がある場合における第２項の規定の適用については、同項中

「退職所得申告書が」とあるのは「退職所得申告書に記載すべき事項を」と、

「支払をする者に受理されたとき」とあるのは「支払をする者が提供を受けたと

き」と、「受理された時」とあるのは「提供を受けた時」とする。 

第81条の４第１号及び第２号中「同条第４項」の次に「又は第５項」を加える。 

附則第10条の２第３項を削り、同条第４項中「附則第15条第19項」を「附則第15

条第16項」に改め、同項を同条第３項とし、同条第５項中「附則第15条第26項」を

「附則第15条第23項」に改め、同項を同条第４項とし、同条第６項中「附則第15条

第27項第１号」を「附則第15条第24項第１号」に改め、同項を同条第５項とし、同

条第７項中「附則第15条第27項第２号」を「附則第15条第24項第２号」に改め、同

項を同条第６項とし、同条第８項中「附則第15条第27項第３号」を「附則第15条第

24項第３号」に改め、同項を同条第７項とし、同条第９項中「附則第15条第28項第

１号」を「附則第15条第25項第１号」に改め、同項を同条第８項とし、同条第10項

中「附則第15条第28項第２号」を「附則第15条第25項第２号」に改め、同項を同条

第９項とし、同条第11項中「附則第15条第30項第１号イ」を「附則第15条第27項第

１号イ」に改め、同項を同条第10項とし、同条第12項中「附則第15条第30項第１号

ロ」を「附則第15条第27項第１号ロ」に改め、同項を同条第11項とし、同条第13項

中「附則第15条第30項第１号ハ」を「附則第15条第27項第１号ハ」に改め、同項を

同条第12項とし、同条第14項中「附則第15条第30項第１号ニ」を「附則第15条第27

項第１号ニ」に改め、同項を同条第13項とし、同条第15項中「附則第15条第30項第

２号イ」を「附則第15条第27項第２号イ」に改め、同項を同条第14項とし、同条第

16項中「附則第15条第30項第２号ロ」を「附則第15条第27項第２号ロ」に改め、同

項を同条第15項とし、同条第17項中「附則第15条第30項第２号ハ」を「附則第15条

第27項第２号ハ」に改め、同項を同条第16項とし、同条第18項中「附則第15条第30

項第３号イ」を「附則第15条第27項第３号イ」に改め、同項を同条第17項とし、同

条第19項中「附則第15条第30項第３号ロ」を「附則第15条第27項第３号ロ」に改

め、同項を同条第18項とし、同条第20項中「附則第15条第30項第３号ハ」を「附則

第15条第27項第３号ハ」に改め、同項を同条第19項とし、同条第21項中「附則第15

条第34項」を「附則第15条第30項」に改め、同項を同条第20項とし、同条第22項中

「附則第15条第38項」を「附則第15条第34項」に改め、同項を同条第21項とし、同

条第23項中「附則第15条第39項」を「附則第15条第35項」に改め、同項を同条第22

項とし、同条第24項を削り、同条第25項中「附則第15条第47項」を「附則第15条第

42項」に改め、同項を同条第23項とし、同条第26項を同条第24項とし、同条第27項

を同条第25項とする。 

 附則第11条の見出し中「平成30年度から令和２年度まで」を「令和３年度から令

和５年度まで」に改める。 

 附則第11条の２の見出し中「令和元年度又は令和２年度」を「令和４年度又は令

和５年度」に改め、同条第１項中「令和元年度分又は令和２年度分」を「令和４年

度分又は令和５年度分」に改め、同条第２項中「令和元年度適用土地又は令和元年

度類似適用土地」を「令和４年度適用土地又は令和４年度類似適用土地」に、「令
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和２年度分」を「令和５年度分」に改める。 

 附則第12条の見出し中「平成30年度から令和２年度まで」を「令和３年度から令

和５年度まで」に改め、同条第１項中「平成30年度から令和２年度まで」を「令和

３年度から令和５年度まで」に改め、「加算した額」の次に「（令和３年度分の固

定資産税にあっては、前年度分の固定資産税の課税標準額）」を加え、同条第２項

及び第３項中「平成30年度から令和２年度までの各年度分」を「令和４年度分及び

令和５年度分」に改め、同条第４項及び第５項中「平成30年度から令和２年度ま

で」を「令和３年度から令和５年度まで」に改める。 

 附則第13条の見出し中「平成30年度から令和２年度まで」を「令和３年度から令

和５年度まで」に改め、同条中「平成30年度から令和２年度まで」を「令和３年度

から令和５年度まで」に改め、「定める率を乗じて得た額」の次に「。以下この項

において同じ。」を、「負担調整率を乗じて得た額」の次に「（令和３年度分の固

定資産税にあっては、前年度分の固定資産税の課税標準額）」を加える。 

 附則第15条第１項中「平成30年度から令和２年度まで」を「令和３年度から令和

５年度まで」に改め、同条第２項中「令和３年３月31日」を「令和６年３月31日」

に改める。 

 附則第15条の２中「同条第４項」の次に「又は第５項」を加え、「令和３年３月

31日」を「令和３年12月31日」に改める。 

 附則第15条の２の２第２項中「同条第２項」の次に「又は第３項」を、「同条第

４項」の次に「又は第５項」を加える。 

 附則第16条第１項中「第５項」を「第８項」に改め、同条第２項中「、当該軽自

動車が平成31年４月１日から令和２年３月31日までの間に初回車両番号指定を受け

た場合には令和２年度分の軽自動車税の種別割に限り」を削り、同条第３項中「こ

の項及び次項」を「この条」に改め、「、当該ガソリン軽自動車が平成31年４月１

日から令和２年３月31日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和２年度

分の軽自動車税の種別割に限り」を削り、同条第４項中「、当該ガソリン軽自動車

が平成31年４月１日から令和２年３月31日までの間に初回車両番号指定を受けた場

合には令和２年度分の軽自動車税の種別割に限り」を削り、同条に次の３項を加え

る。 

６ 法附則第30条第２項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動車（自家用の

乗用のものを除く｡)に対する第82条の規定の適用については、当該軽自動車が令

和３年４月１日から令和４年３月31日までの間に初回車両番号指定を受けた場合

には令和４年度分の軽自動車税の種別割に限り、当該軽自動車が令和４年４月１

日から令和５年３月31日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和５年

度分の軽自動車税の種別割に限り、第２項の表の左欄に掲げる同条の規定中同表

の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

７ 法附則第30条第７項の規定の適用を受ける３輪以上のガソリン軽自動車（営業

用の乗用のものに限る｡)に対する第82条の規定の適用については、当該ガソリン

軽自動車が令和３年４月１日から令和４年３月31日までの間に初回車両番号指定

を受けた場合には令和４年度分の軽自動車税の種別割に限り、当該ガソリン軽自
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動車が令和４年４月１日から令和５年３月31日までの間に初回車両番号指定を受

けた場合には令和５年度分の軽自動車税の種別割に限り、第３項の表の左欄に掲

げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句

とする。 

８ 法附則第30条第８項の規定の適用を受ける３輪以上のガソリン軽自動車（前項

の規定の適用を受けるものを除き、営業用の乗用のものに限る｡)に対する第82条

の規定の適用については、当該ガソリン軽自動車が令和３年４月１日から令和４

年３月31日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和４年度分の軽自動

車税の種別割に限り、当該ガソリン軽自動車が令和４年４月１日から令和５年３

月31日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和５年度分の軽自動車税

の種別割に限り、第４項の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字

句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

 附則第16条の２第１項中「第５項」を「第８項」に改める。 

 附則第22条第２項中「令和３年度」を「令和８年度」に改める。 

 附則第26条に次の１項を加える。 

２ 所得割の納税義務者が前年分の所得税につき新型コロナウイルス感染症特例法

第６条の２第１項の規定の適用を受けた場合における附則第７条の３の２第１項

の規定の適用については、同項中「令和15年度」とあるのは「令和17年度」と、

「令和３年」とあるのは「令和４年」とする。 

（島田市税条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 島田市税条例の一部を改正する条例（令和２年島田市条例第24号）の一部を

次のように改正する。 

 第２条のうち、島田市税条例第48条第10項の改正規定中「第321条の８第52項」

を「第321条の８第60項」に、「同条第52項」を「同条第60項」に改め、同条第16

項の改正規定中「第321条の８第61項」を「第321条の８第69項」に改める。 

 第２条のうち、島田市税条例第50条第４項の改正規定中「「又は第31項」に」の

次に「、「第48条の15の５第４項」を「第48条の15の４第４項」に」を加える。 

 第２条のうち、島田市税条例第52条の改正規定中「第52条第４項」を「第52条第

３項中「第48条の15の５第４項」を「第48条の15の４第４項」に改め、同条第４

項」に改める。 

 第２条のうち、島田市税条例附則第３条の２第２項の改正規定の次に次のように

加える。 

 附則第４条第１項中「及び第４項」及び「又は法人税法第81条の24第１項の規

定により延長された法第321条の８第４項に規定する申告書の提出期限」を削

り、同条第２項中「又は法第321条の８第４項に規定する連結法人税額の課税標

準の算定期間」を削る。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

 （市民税に関する経過措置） 
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第２条 第１条の規定による改正後の島田市税条例（以下「新条例」という｡)第36条

の３の２第４項の規定は、この条例の施行の日（以下この条及び附則第４条第１項

において「施行日」という｡)以後に行う新条例第36条の３の２第４項に規定する電

磁的方法による同項に規定する申告書に記載すべき事項の提供について適用し、施

行日前に行った第１条の規定による改正前の島田市税条例（次項において「旧条

例」という｡)第36条の３の２第４項に規定する電磁的方法による同項に規定する申

告書に記載すべき事項の提供については、なお従前の例による。 

２ 新条例第36条の３の３第４項の規定は、施行日以後に行う新条例第36条の３の２

第４項に規定する電磁的方法による新条例第36条の３の３第４項に規定する申告書

に記載すべき事項の提供について適用し、施行日前に行った旧条例第36条の３の２

第４項に規定する電磁的方法による旧条例第36条の３の３第４項に規定する申告書

に記載すべき事項の提供については、なお従前の例による。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

第３条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中固定資産税に関する部分は、

令和３年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和２年度分までの固定資

産税については、なお従前の例による。 

２ 平成30年４月１日から令和３年３月31日までの間に取得された地方税法等の一部

を改正する法律（令和３年法律第７号）第１条の規定による改正前の地方税法（昭

和25年法律第226号。次項において「旧法」という｡)附則第15条第８項に規定する

雨水貯留浸透施設に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

３ 生産性向上特別措置法（平成30年法律第25号）の施行の日から令和３年３月31日

までの期間（以下「適用期間」という｡)内に旧法附則第15条第41項に規定する中小

事業者等（以下「中小事業者等」という｡)が取得（同条第41項に規定する取得をい

う。以下この項において同じ｡)をした同条第41項に規定する機械装置等（以下「機

械装置等」という｡)（中小事業者等が、同条第41項に規定するリース取引（以下

「リース取引」という｡)に係る契約により機械装置等を引き渡して使用させる事業

を行う者が適用期間内に取得をした同条第41項に規定する先端設備等に該当する機

械装置等を、適用期間内にリース取引により引渡しを受けた場合における当該機械

装置等を含む｡)に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

 （軽自動車税に関する経過措置） 

第４条 新条例の規定中軽自動車税の環境性能割に関する部分は、施行日以後に取得

された３輪以上の軽自動車に対して課すべき軽自動車税の環境性能割について適用

し、施行日前に取得された３輪以上の軽自動車に対して課する軽自動車税の環境性

能割については、なお従前の例による。 

２ 新条例の規定中軽自動車税の種別割に関する部分は、令和３年度以後の年度分の

軽自動車税の種別割について適用し、令和２年度分までの軽自動車税の種別割につ

いては、なお従前の例による。 
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報告第７号 

 

専決処分した事件の承認について 

 

 島田市都市計画税条例の一部を改正する条例について、次のとおり専決処分したの

で、議会の承認を求める。 

 

  令和３年４月19日提出 

 

島田市長 染 谷 絹 代   

 

専決第７号 

 

専 決 処 分 書 

 

 島田市都市計画税条例の一部を改正する条例について、地方自治法（昭和22年法律

第67号）第179条第１項の規定により、次のとおり専決処分する。 

 

  令和３年３月31日専決 

 

島田市長 染 谷 絹 代   

 

   島田市都市計画税条例の一部を改正する条例 

 島田市都市計画税条例（平成17年島田市条例第51号）の一部を次のように改正す

る。 

附則第７項（見出しを含む｡)中「附則第15条第19項」を「附則第15条第16項」に改

める。 

附則第８項（見出しを含む｡)中「附則第15条第38項」を「附則第15条第34項」に改

める。 

附則第９項（見出しを含む｡)中「附則第15条第39項」を「附則第15条第35項」に改

める。 

附則第10項（見出しを含む｡)中「附則第15条第47項」を「附則第15条第42項」に改

める。 

附則第12項の見出し中「平成30年度から令和２年度まで」を「令和３年度から令和

５年度まで」に改め、同項中「平成30年度から令和２年度まで」を「令和３年度から

令和５年度まで」に改め、「加算した額」の次に「（令和３年度分の都市計画税に

あっては、前年度分の都市計画税の課税標準額）」を加える。 

附則第13項及び第14項中「平成30年度から令和２年度までの各年度分」を「令和４

年度分及び令和５年度分」に改める。 

附則第15項及び第16項中「平成30年度から令和２年度まで」を「令和３年度から令
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和５年度まで」に改める。 

附則第17項の見出し中「平成30年度から令和２年度まで」を「令和３年度から令和

５年度まで」に改め、同項中「平成30年度から令和２年度まで」を「令和３年度から

令和５年度まで」に改め、「定める率を乗じて得た額」の次に「。以下この項におい

て同じ。」を、「負担調整率を乗じて得た額」の次に「（令和３年度分の都市計画税

にあっては、前年度分の都市計画税の課税標準額）」を加える。 

附則第19項中「第13項、第18項から第22項まで、第24項、第25項、第29項、第33

項、第37項から第39項まで、第42項から第44項まで、第47項若しくは第48項」を「第

10項、第15項から第19項まで、第21項、第22項、第26項、第29項、第33項から第35項

まで、第37項から第39項まで、第42項若しくは第43項」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の島田市都市計画税条例の規定は、令和３年度以後の年度

分の都市計画税について適用し、令和２年度分までの都市計画税については、なお

従前の例による。 
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議案第46号 

 

令和３年度島田市一般会計補正予算（第２号） 

 

令和３年度島田市の一般会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ７５，２６９千円を追加し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ４０，６２７，５９５千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳

出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

令和３年４月19日提出 

 

島田市長 染 谷 絹 代 
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第１ 補

1,664,891 7

正

5,269 1,740,160

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 40,552,326 75,269 40,627,595

款 項 補正前の額 補 正

表

 額 計

(単位 :千円)歳　出

3 民生費 13,774,476 75,269 13,849,745

2 児童

款

福祉費 6,579,4

項

00 75,269 6,

補

654,669

正

歳　　　　　

　

前

出　　　　　合　　　

の

　　計 40,552,

額

326 75,269 4

補

0,627,595

 正 額 計

(

歳

単位 :千円)歳　入

入

15 国庫

歳

支出金 6,175,6

出

44 75,269 6,

予

250,913

算

2 国庫補助金
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50,913

歳　　入　　合

款

　　計 40,552,

補

326 75,269 4

正

0,627,595

前の

補 正 額 の

額

 財 源 内 訳

款 補

補

正前の額 補 正 額 計

　

特    定    

正

財    源 一  般

　

国県支出金 地方債 その

額

他 財  源

(単位 :

計

千円)歳　　出

歳

3 民生

 

費 13,774,47

入

6 75,269 13,

 

849,745 75,

歳

269

 

歳  出  

出

合  計 40,552

 

,326 75,269

補

40,627,595

 

75,269

正 予 算 事 項 別 明 細 書
１　総　　括
歳　　入 (単位 :千円)

15 国庫支出金 6,175,644 75,269 6,2
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2 

5

計 1,66

国

4,891 75,26

庫

9 1,740,160

支出金 （項）2

 

国庫補助金

歳

目 補正前の額 補　正

　

　額 計

2

入

民生費国庫補助金 22

（

8,255 75,26

款

9 303,524

）1

3 

民

活 0 75,269 75

生

,269 75,269

費

支

（

援特別給付金

項

給付事業費

）2 児童福祉費

計 6,579,400 75,269 6,654,669 75,269

 歳　

補 正 額 の 財 源 内 訳

目

出

補正前の額 補 正 額

（

計 特　定　財　源
一般

款

財源
国県支出金 地方債

）

その他

3

9 子育て世帯生
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染症セーフティネット

明

強化交付 70,100

区

金（事業費分

　

）

　分 金　額

（単位 :千円）

2 児童福祉費補助金 75,269 新型コロナウイルス感染症セーフティネット強化交付

節

5,169

金

説

（事務費分）

　

新型コロナウイルス感

員

655

903

8

　分

35旅費  2 子育て

金 

世帯生活支援特別給付金給付事業

10 54需用費  子育

 額

て世帯生活支援特別給付金給付事業

説　

73,711

73,711

11 257役務費

3,30012 委託料

18 70,100

 明

び負担金、補助及

交付金

（単位 :千円）

7371 報酬  1 職員給与費 1,558

6553 職員手当等

節

1314 共済費

区　

 一般職

 会計年度任用職
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１　一般職

 （１） 総括

給      与      費

報   酬 給   料 職員手当 計

（千円） （千円） （千円） （千円）

(671)
663

(670)
663

(1)
0

区  分 管理職手当

（千円）

扶養手当

（千円）

住居手当

（千円）

通勤手当

（千円）

特    殊
勤務手当

（千円）

時 間 外
勤務手当

（千円）

休    日
勤務手当

（千円）

補正後 49,207 63,591 43,891 57,315 9,768 195,541 7,686

補正前 49,207 63,591 43,891 57,315 9,768 194,886 7,686

職員手当
比  較 0 0 0 0 0 655 0

の 内 訳
区  分 期末手当

（千円）

勤勉手当

（千円）

退職手当

（千円）

地域手当

（千円）

補正後 687,069 392,431 327,768 892

補正前 687,069 392,431 327,768 892

比  較 0 0 0 0

※職員数は予算積算上の人数

※（ )内は短時間勤務職員の人数（外書き）

※職員手当には、児童手当を含まない。

給  与  費  明  細  書

区  分 職員数
 

（人）

共 済 費

（千円）

合   計

（千円）

備   考

581,914 2,546,203 1,834,504 4,962,621 904,899 5,867,520

582,651 2,546,203 1,835,159 4,964,013 905,030

比   較 737 0 655 1,392 131

補 正 前

補 正 後

1,523

5,869,043
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 ア 会計年度任用職員以外の職員

給      与      費

報   酬 給   料 職員手当 計

（千円） （千円） （千円） （千円）

(17)
612

(17)
612

(0)
0

区  分 管理職手当

（千円）

扶養手当

（千円）

住居手当

（千円）

通勤手当

（千円）

特    殊
勤務手当

（千円）

時 間 外
勤務手当

（千円）

休    日
勤務手当

（千円）

補正後 49,207 63,591 43,891 53,089 7,350 194,629 5,851

補正前 49,207 63,591 43,891 53,089 7,350 193,974 5,851

職員手当
比  較 0 0 0 0 0 655 0

の 内 訳
区  分 期末手当

（千円）

勤勉手当

（千円）

退職手当

（千円）

地域手当

（千円）

補正後 550,996 392,431 324,375 892

補正前 550,996 392,431 324,375 892

比  較 0 0 0 0

※職員数は予算積算上の人数

※（ )内は短時間勤務職員の人数（外書き）

※職員手当には、児童手当を含まない。

区  分 職員数
 

（人）

共 済 費

  （千円）

合   計

 （千円）

備   考

0 2,428,480 1,685,647 4,114,127 758,918 4,873,045

0 2,428,480 1,686,302 4,114,782 758,918

比   較 0 0 655 655 0

補 正 前

補 正 後

655

4,873,700
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 イ 会計年度任用職員

給      与      費

報   酬 給   料 職員手当 計

（千円） （千円） （千円） （千円）

(654)
51

(653)
51

(1)
0

区  分 通勤手当

（千円）

特    殊
勤務手当

（千円）

時 間 外
勤務手当

（千円）

休    日
勤務手当

（千円）

期末手当

（千円）

退職手当

（千円）

職員手当
補正後 4,226 2,418 912 1,835 136,073 3,393

の 内 訳
補正前 4,226 2,418 912 1,835 136,073 3,393

比  較 0 0 0 0 0 0

※職員数は予算積算上の人数

※（ )内は短時間勤務職員の人数（外書き）

区  分 職員数
 

（人）

共 済 費

  （千円）

合   計

 （千円）

備   考

補 正 前 581,914 117,723 148,857 848,494 145,981 994,475

補 正 後 582,651 117,723 148,857 849,231 146,112

比   較 737 0 0 737 131 868

995,343
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 （２） 給料及び職員手当の増減額の明細

区    分
増 減 額
 （千円）

備    考

職員手当 655
その他の
増 減 分

655
時 間 外
勤務手当

655

増 減 事 由 別 内 訳
　　　　　　（千円）

説    明
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